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概要

 2014年3月に出版された「福島第一原子力発電所事故
その全貌と明日に向けた提言: 学会事故調 最終報告書
」においては、今後解明すべき不明点を取りまとめている
(第6章付録)。

 福島第一原子力発電所事故(1F事故)の詳細な全貌はま
だ明らかになっていないものの、事故後6年経ち、かなり
の知見が得られてきた。

 事故提言・課題フォロー分科会では、「事故進展に関す
る未解明事項フォローWG」を設置し、1F事故の事故進展
に関する未解明事項について、最新知見の収集を行い、
現時点で合理的な説明ができている課題、さらに検討が
望まれる重要な課題などの整理を行っている。
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調査対象とした報告書などの一覧

 国内の1F事故関連の報告書：37

 国会事故調、政府事故調、原子力規制庁、東京電力、原子力学
会、日本学術会議、新潟県技術委員会など

 国外の1F事故関連の報告書：18

 IAEA, OECD/NEA, NRC, ANSなど
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No. 報告書名 発行年月

1 原子力安全に関するIAEA閣僚会議に対する日本国政府の報告書－東京電力福島原子力発電所の事故について【IAEA報告書】 2011年6月

2 原子力安全に関するIAEA閣僚会議に対する日本国政府の報告書－東京電力福島原子力発電所の事故について（第2報）【IAEA追加報告書】 2011年9月

3 東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会中間報告書【政府事故調中間報告】 2011年12月

4 東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会中間報告書【政府事故調最終報告】 2012年7月

5 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会報告書【国会事故調】 2012年7月

6 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見について（中間とりまとめ） 2012年2月

7 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見について 2012年3月

8 東京電力福島第一原子力発電所における事故の分析に係る検討会（第1回～第6回）
2013年5月

～2014年7月

9 東京電力福島第一原子力発電所　事故の分析 中間報告書 2014年7月

10 東京電力福島第一原子力発電所1-3号機の炉心損傷状況の推定に関する技術ワークショップ 2011年11月

12 総合的な炉内状況把握の⾼度化報告書（IRID及びエネルギー総合工学研究所） 2012年～

13 燃料デブリ性状把握報告書（IRID） 2012年～

14 原子炉格納容器内部調査報告書（IRID） 2012年～

15 原子炉圧力容器内部調査報告書（IRID） 2014年～

16 燃料デブリ検知技術（ミュオン）活用報告書（IRID） 2014年～

17 東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン2016 2016 年7 月

18 福島第一原子力発電所事故における放射性物質の大気中への放出量の推定について【東電放出量推定】 2012年5月

19 福島原子力事故調査報告書（中間報告） 2011年12月

20 福島原子力事故調査報告書（最終報告） 2012年7月

22 福島第一原子力発電所３号機原子炉建屋１階シールドプラグが移動している要因の推定について（調査結果） 2015年3月

23 福島第一原子力発電所事故からの教訓 2011年5月

24 何が悪かったのか、今後何をすべきか【福島第一原子力発電所事故に関するセミナー報告書】 2013年3月

25 福島第一原子力発電所事故 その全貌と明日に向けた提言【学会事故調 最終報告書】 2014年3月

日本保全学会 26 福島第一原子カ発電所 事故原因の検証 （保全セミナー：奈良林先生PPT） 2016年2月

27 「東京電力福島第一原子力発電所事故によって環境中に放出された放射性物質の輸送沈着過程に関するモデル計算結果の比較」報告 2014年9月

29 東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故の検討と対策の提言【原技協報告書】 2011年10月

30 新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会 2011～2016年

31 福島事故検証課題別ディスカッション資料 2013～2016年

福島原発事故独立検証委員会 32 福島原発事故独立検証委員会　調査・検証報告書【民間事故調】 2011年12月

チームH20プロジェクト 33 福島第一原子力発電所事故から何を学ぶか．最終報告 2011年12月

石川廸夫 34 考証 福島原子力事故 炉心溶融・水素爆発はどう起こったか 2014年3月

淵上 正朗/笠原 直人/畑村 洋太郎 35 福島原発で何が起こったか-政府事故調技術解説- 2012年12月

久木田 豊/渡邉 憲夫 36 福島第一原子力発電所1号機において地震に起因する冷却材漏えいが事故の原因となった可能性があるという指摘について 2014年11月

渡邉憲夫他 37 福島第一原子力発電所事故に関する5つの事故調査報告書のレビューと技術的課題の分析 事故の進展と原因に焦点を当てて 2013年5月

A
International Experts Meeting on Reactor and Spent Fuel Safety in the Light of the Accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant （原子炉と
使用済み核燃料の安全性に関する報告書）

2012年3月

B The Fukushima Daiichi Accident Report by the Director General（福島第一原子力発電所　事務局長報告書 ） 2013年4月

D 2013 NEA report The Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident: OECD/NEA Nuclear Safety Response and Lessons Learnt 2013年9月

E NEA/CNRA/WGOE, Report on Fukushima Daiichi NPP Precursor Events 2014年1月

F
Benchmark Study of the Accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant
(BSAF Project)

2015年3月

G
Five Years after the Fukushima Daiichi Accident: Nuclear Safety Improvements and Lessons Learnt(福島原子力発電所事故後の５年：原子力安全の改
善と教訓)

2016年2月

H
Recommendations for Enhancing Reactor Safety in the 21st Century: The Near-Term Task Force Review of Insights from the Fukushima Dai-ichi
Accident

2011年7月

I The United States of America National Report for the 2012 Convention on Nuclear Safety Extraordinary Meeting 2012年7月

ANS（米国原子力学会） J Fukushima Daiichi: ANS Committee Report 2012年3月

EPRI（米国電力研究所） K Fukushima Daiichi Accident - Technical Causal Factor Analysis 2012年3月

ASME（米国機械工学会） L Forging a New Nuclear Safety Construct 2012年1月

M Special Report on the Nuclear Accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 2011年11月

英国 HSE（英国安全衛生庁） O Japanese earthquake and tsunami:Implications for the UK Nuclear Industry Interim Report 2011年5月

ドイツ GNR（ドイツ原子力安全協会） P Der Unfall in Fukushima - Zwischenbericht zu den Ablaufen in den Kernkraftwerken nach dem Erdbeben vom 11 2011年8月

韓国 韓国政府 Q Policy Issue 0 Report of the Korean Government Response to the Fukushima Daiichi Nuclear Accident 不明

カナダ CNSC（カナダ原子力安全委員会） R CNSC Fukushima Task Force Report 2011年10月

JAEA

東京電力

学会

原子力学会

原子力損害賠償・廃炉等支援機構

経済産業省
廃炉・汚染水対策事業

国会

原子力規制庁
（旧原子力保安院）

組織名

経済産業省

11 東京電力(株)福島第一原子力発電所事故に関する技術ワークショップ 2012年7月

国内

政府

21 福島第一原子力発電所１～３号機の炉心・格納容器の状態の推定と未解明問題に関する検討

 第1回：2013年12月
 第2回：2014年8月
第3回：2015年5月
第4回：2015年12月

日本学術会議

28 東京電力福島第一原子力発電所において発生した事故事象の検討（分科会記録）
2014年9月
2016年6月

原子力技術協会

新潟県　技術委員会

民間

国外

IAEA

C
Mission Report IAEA International Peer Review Mission on Mid-and-Long-Term Roadmap Towards Decommissioning of TEPCO's Fukushima Daiichi
Nuclear Power Station Units 1-4（東京電力(株)福島第一原子力発電所1～4号機の廃炉に向けた取組に関する報告書 ）

第1回：2013年3月
第2回：2014年2月
第3回：2015年3月

OECD/NEA

米国

NRC
（米国原子力規制委員会）

INPO
（米国原子力発電運転協会）

N
Lessons Learned from the Nuclear Accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station（福島第一原子力発電所における原子力事故から得た教
訓 ）

2012年8月

・・・



調査状況

 現在のところ、事故直後に未解明と考えられた事項を88
項目リストアップ

 これらに対して、現在までに得られた知見を調査・整理し
ている。

 以下について、現段階における調査例の概要を示す。
 地震動の影響

 1号機非常用ディーゼル発電機(DG)の停止原因

 溶融燃料の移行挙動

4



5

福島第一原発事故における
地震動の影響

 政府事故調報告書
 圧力容器、格納容器、冷却系(非常用復水器、隔離時冷却系、高圧注入系)、非

常用ディーゼル発電機等の重要機器については、地震動で本来の機能を損なう
ような損傷を受けていないと推認される。

 国会事故調報告書
 大規模な冷却材喪失事故が起きていないことは明白。
 安全上重要な機器の地震による損傷はないとは確定的には言えない。

 原子力安全・保安院(技術的知見)
 安全上重要な機能を有する主要な設備のうち地震後に機能していたものは、今

回の地震により機能に影響するような損傷は生じていないと考えられる。
 一方、今回の地震の影響により微少漏えいが生じるような損傷が安全上重要な

機能を有する主要な設備に生じたかどうかについてまでは、現時点で確かなこと
は言えない。

 学術会議(総合工学委員会 原子力事故対応分科会、記録, 2014.9.30)
 地震発生後に実際に測定された原子炉格納容器圧力の挙動と独立行政法人原

子力安全基盤機構の解析結果とを比較すれば、格納容器内での冷却材の漏え
いは実質的には無かったものと推定できる。また、放射線モニタ等の警報の発報
が無かったことから、格納容器外での漏えいも無かったといえる。したがって、い
わゆる配管破損が地震動そのものによって起きた事実はなかったといえる。



福島第一原発事故における
地震動の影響

 IAEA(福島第一原子力発電所事故事務局長報告書, 2015.8.31)

 主要な安全機能が2011年3月11日の地震動により影響を受けた兆候はない。こ
れは、日本における保守的な耐震設計と建設により、十分な安全余裕を有してい
たためである。しかし、当初の設計では、津波などの極端な外部事象に対して同
様の安全余裕を考慮していなかった。

 原子力規制委員会(東京電力福島第一原子力発電所事故の分析 中間報告
書 2014.10.8)

 ①津波到達までは、漏えいが発生したデータは見いだせない。

 ②仮に漏えいが発生した場合でも、保安規定上何らかの措置が要求される漏え
い率を超えるものではない。仮に１0時間程度の漏えいが継続してもが漏えい量
は少なく（2.3トン）、電源等の安全機能が健全であれば、炉心損傷が発生すると
は考えられない。

 日本原子力学会事故調査報告書 2014.3

 地震後，津波が襲来するまでの間は，外部電源が喪失した状態ではあったが，
必要な安全機能は設計通り確保され原子炉は安定的に維持されていた。

 新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会 2016.8.10

 公開されているプラントデータからは、全電源喪失までに大きな異常を示すデー
タは確認されていないが、計器には不確かさがある。格納容器内外の配管の微
少な損傷の発生と、全電源喪失後の損傷の拡大を否定することはできない。
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1号機非常用DGが停止した原因

 国会事故調報告書では、津波襲来前に1号機の非常用DGが停止し
た可能性が指摘されている。

 この点に関し、現在までに得られている知見は以下の通り。

 1号機DG(A)が津波により機能喪失したこと及びその原因を，現地調査
、過渡現象記録装置の計測データ、東電による津波到達時間評価結果
等から分析。(原子力規制庁)

 連続写真の分析等により，津波が発電所に到達した際の挙動を，時系
列に整理。津波の敷地への到達時刻，海水ポンプ等の機能喪失時刻を
分析。敷地への津波到達時間は15時36分台であること、過渡現象記録
装置の分析結果から津波が原因で電源盤(C)が機能喪失した後、
DG(A)が停止したと示している。(東電)

 全電源喪失の原因について国の検討会や東京電力が検証している(電
源盤、DG等の機能喪失の時間経過等)。原因は浸水と考えられるが、
浸水原因の検証は不十分との評価。(新潟県技術委員会)
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1号機非常用DGが停止した原因
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https://www.nsr.go.jp/data/000048793.pdf



http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu15_j/images/151217j0104.pdf

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/2017/images1/d170223_08-j.pdf

溶融燃料の移行挙動

9



溶融燃料の移行挙動
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http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/2017/images1/d170223_08-j.pdf



より詳細な検討が望まれる事項の例

 廃炉の早期実施

 溶融燃料の炉心下部/格納容器への移行挙動

 溶融燃料の分布

 安全性向上

 津波による建屋及び設備の被害状況の再現

 圧力容器/格納容器の損傷状況と放射性物質の移行挙動

 溶融炉心の格納容器床面のコアコンクリート反応

 原子炉建屋への水素の移行経路

 事実関係の確認

 非常用復水器(IC)格納容器内側弁の開度

 2号機ベントラインラプチャーディスクの動作状況

 3/11夕刻に原子炉建屋二重扉で通常より高い放射線レベルが検出さ
れた理由

 廃止措置で得られる情報、解析手法の高度化などにより検討を進め
ていく必要がある。
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今後の予定

 「事故進展に関する未解明事項フォローWG」の活動を継
続して行い、2017年9月を目処に、事故進展に関してこ
れまでに得られた様々な知見を整理し、報告書の形で取
りまとめる予定

 また、今後進められる廃炉作業において、事故進展調査
の観点から留意すべき事項を取りまとめ、提言する予定
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